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平成２６年度

第２３回大分県教育委員会

【議 事】

（１）議 案

第１号議案 大分県教科用図書選定審議会の組織及び運営に関する規則

の一部改正について

第２号議案 大分県立高等学校学則の一部改正について

第３号議案 学校職員の特殊勤務手当支給規則の一部改正について

第４号議案 教員採用決定取消処分取消請求事件判決への対応について

（２）協 議

①大分県教育委員会行政組織規則の一部改正について

（３）その他
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【内 容】

１ 出席者

委 員 委員長 松 田 順 子

委員長職務代理者 首 藤 照 美

委員 林 浩 昭

委員 岩 崎 哲 朗

委員 高 橋 幹 雄

教育長 野 中 信 孝

欠席委員なし

事務局 理事兼教育次長 河 野 盛 次

教育次長 落 合 弘

教育次長 大 城 久 武

教育改革・企画課長 佐 野 壽 則

教育人事課長 藤 本 哲 弘

教育財務課長 岡 田 雄

福利課長 大 石 尚 志

義務教育課長 後 藤 榮 一

生徒指導推進室長 江 藤 義

特別支援教育課長 後 藤 みゆき

高校教育課長 髙 畑 一 郎

社会教育課長 曽根﨑 靖

人権・同和教育課長 甲 斐 順 治

文化課長 山 口 博 文

体育保健課長 蓑 田 智 通

教育改革・企画課主幹 勝 尾 裕 美

教育改革・企画課主査 石 丸 一 輝

２ 傍聴人 ２１ 名
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開会・点呼

（松田委員長）

それでは、委員の出席確認をいたします。

本日は、全委員が出席です。

ただいまから平成２６年度 第２３回教育委員会会議を開きます。

署名委員指名

（松田委員長）

本日の会議録の署名委員でございますが、高橋委員にお願いしたいと

思います。

会期の決定

（松田委員長）

本日の教育委員会会議はお手元の次第のとおりであります。

会議の終了は１４時３５分を予定しています。

よろしくお願いします。

議 事

（松田委員長）

はじめに、会議は原則として公開することとなっておりますが、会議

を公開しないことについてお諮りします。

協議については、人事に関する案件ですので、地方教育行政の組織及

び運営に関する法律第１３条第６項ただし書の規定により、これを公開

しないことについて、委員の皆さんにお諮りいたします。

公開しないことに賛成の委員は挙手をお願いします。
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（採 決）

それでは、協議については、非公開といたします。

本日の議事進行は、はじめに公開による議事を行い、次に非公開によ

る議事を行います。

【議 案】

第１号議案 大分県教科用図書選定審議会の組織及び運営に関する規則の一部

改正について

（松田委員長）

それでは、第１号議案「大分県教科用図書選定審議会の組織及び運営

に関する規則の一部改正について」提案を求めます。

（野中教育長）

第１号議案「大分県教科用図書選定審議会の組織及び運営に関する規

則の一部改正について」説明いたします。議案書２ページをご覧くださ

い。

第１条に「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律施行

令第１１条の規定に基づき、大分県教科用図書選定審議会の組織及び運

営に関し、必要な事項を定めることを目的とする」とありますが、同施

行令の改正に伴い、第１１条が第１０条となることから、規定の整備を

行うものです。

施行期日は、同施行令と合わせ、平成２７年４月１日としています。

ご審議の程、よろしくお願いいたします。

（松田委員長）

ただ今、提案のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（松田委員長）

質疑・ご意見等はありませんか。

（松田委員長）

ないようですので、ただ今、提案のありました第１号議案の承認につ

いて、お諮りいたします。第１号議案について、承認される委員は挙手
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をお願いします。

（採 決）

（松田委員長）

第１号議案については、提案どおり承認します。

第２号議案 大分県立高等学校学則の一部改正について

（松田委員長）

それでは、第２号議案「大分県立高等学校学則の一部改正について」

提案を求めます。

（野中教育長）

第２号議案「大分県立高等学校学則の一部改正について」説明いたし

ます。議案書６ページの「２ 改正内容」をご覧ください。

本議案は、大分県立高等学校学則につきまして、（１）から（３）に

関し、県立高等学校の課程、学科等を定めた別表を整備するものです。

「（１）学校の廃止」につきましては、高校改革推進計画に基づき、

平成２６年度末をもって閉校する山香農業高校、日出暘谷高校、玖珠農

業高校及び森高校の４校について、別表から削除するものです。

「（２）学科の新設」につきましては、森高校と玖珠農業高校の玖珠

美山高校への一括統合に伴い、玖珠農業高校の生物生産科及び食品化学

科に在籍する生徒を受け入れるため、玖珠美山高校に当該学科を新設す

るものです。

「（３）学科の廃止」につきましては、学科改編に伴い募集停止して

いる、三重総合高校のキャリアビジネス科、日田林工高校の建築科及び

土木科に在籍する生徒が平成２６年度末をもって卒業するため、当該学

科を廃止するものです。

なお、施行期日は、平成２７年４月１日とし、玖珠農業高校と森高校

は一括で統合を行うため、「４」の経過措置を設けています。

ご審議の程、よろしくお願いいたします。

（松田委員長）

ただ今、提案のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（松田委員長）

質疑・ご意見等はありませんか。
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（松田委員長）

ないようですので、ただ今、提案のありました第２号議案の承認につ

いて、お諮りいたします。第２号議案について、承認される委員は挙手

をお願いします。

（採 決）

（松田委員長）

第２号議案については、提案どおり承認します。

第３号議案 学校職員の特殊勤務手当支給規則の一部改正について

（松田委員長）

それでは、第３号議案「学校職員の特殊勤務手当支給規則の一部改正

について」提案を求めます。

（野中教育長）

第３号議案「学校職員の特殊勤務手当支給規則の一部改正」について、

説明いたします。議案書３ページ「改正の概要」の「１ 改正理由」を

ご覧下さい。

平成２６年第４回定例県議会で、平成２７年３月をもって山香農業高

校を廃止とする、大分県立学校の設置に関する条例の一部改正が行われ

たことに伴い、規則改正を行うものです。

「２ 改正内容」をご覧ください。教員業務連絡指導手当の支給対象

となる高等学校の寮務主任は、山香農業高校に限られており、平成２７

年３月をもって同校が廃止されることから、同手当の支給範囲を定めた

別表第１中、「寮務主任」を削り、同様に、備考第４号を削るものです。

施行期日は平成２７年４月１日としています。

ご審議の程、よろしくお願いします。

（松田委員長）

ただ今、提案のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（松田委員長）

質疑・ご意見等はありませんか。

（松田委員長）

ないようですので、ただ今、提案のありました第３号議案の承認につ

いて、お諮りいたします。第３号議案について、承認される委員は挙手
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をお願いします。

（採 決）

（松田委員長）

第３号議案については、提案どおり承認します。

第４号議案 教員採用決定取消処分取消請求事件判決への対応について

（松田委員長）

それでは、第４号議案「教員採用決定取消処分取消請求事件判決への

対応について」提案を求めます。

（野中教育長）

去る２月２３日に教員採用決定取消処分取消請求事件について、大分

地方裁判所において第一審判決の言渡しがあり、翌２４日の教育委員会

において判決内容を報告し、これまでの間、慎重に検討を重ねてまいり

ました。

平成２０年の不祥事は、大分県教育の信頼を根底から失墜させるとと

もに、全ての教育関係者に忽せにできない課題を突きつけられたもので

あります。また、原告を含め、採用取消となった方、自主退職をした皆

さんの心中を察するには余りあるものがあります。

一方で、判決の結果でも、原告の試験の点数に大きな加点があり、本

来であれば、１次試験にも合格していなかった事実が認められたところ

です。具体的には、１次試験の得点及び２次試験の得点に加点が行われ、

１次試験の合格者が１１名である中、本来の順位は 位、最終合格者が

３名である中、本来の順位は 位であったことなど、裁判所の鑑定結果

と一致しており、県教育委員会の調査結果のとおりであったと認めるの

が相当であるとされております。

教員は、人格・能力の形成途上にある児童・生徒の教育に携わる極め

て公共性の高い専門的職業であり、一度、正規の教員として採用される

と長年にわたり多数の児童・生徒の心身の発達に日常的にかかわること

になります。とりわけ、公教育は、児童・生徒の保護者等の信頼の下に

行うことが求められています。

その中で、本来は教員採用選考試験に合格していない者が、正規の教

員として、長年にわたり、教壇に立つことができるのか否か。判決にあ

る「教員免許を有しているだけで、能力は実証されている」との考え方

が、児童・生徒、保護者を始め、多くの県民の皆様の理解を得ることに

十分なのかどうか、大いに疑問を感じるところであります。

これまで、大分県教育委員会では公平・公正・透明性の高い教員採用
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選考試験制度の構築に全力を上げて取り組んできました。教員採用選考

試験制度を担う者として、このような加点の事実が明らかな中で、教員

免許があれば能力実証されており、加点について、具体的な経緯や理由

が分からなければ、本来、合格していなくても、情実が立証されていな

い以上、問題ない、適法だという判決は、教員採用選考試験制度の根幹

に関わるものであり、受け入れがたく、本日の議案を提案することとな

りました。

それでは、第４号議案「教員採用決定取消処分取消請求事件判決への

対応について」提案いたします。

議案の「三 事件の概要」、「四 控訴の趣旨」、「五 訴訟遂行の方針」

にありますとおり、平成２７年２月２３日大分地方裁判所において、大

分県教育委員会が平成２０年９月８日付けで原告に対し行った本件採用

決定処分を取り消すとの判決がありましたが、福岡高等裁判所に控訴し

て、原判決中、控訴人の敗訴部分を取り消し、被控訴人の請求を棄却す

ることを求めたいと考えております。

控訴を行おうとする理由を申し上げます。

第一審判決では、まず、「地方公務員法１５条が能力実証主義の原則

を定める趣旨として、優秀な人材を確保し、育成すること及び猟官主義

がもたらす弊害に鑑み、情実に基づく人事を禁じることにある」として

います。

その上で、「原告やその親族等が、県教委幹部に対して、原告を合格

させるために加点を依頼したことを認めるに足る証拠はなく、原告の採

用が情実に基づいて行われたとはいえない以上、本件採用決定が、地方

公務員法１５条に違反し違法なものであると評価することはできない」、

また、「原告は中学、高校の教諭１種免許を有しているから、原告の教

員となるべき能力は、実証されているということができ、この点からも、

本件採用決定が能力実証主義に反するとはいえない」、「以上によれば、

本件採用決定は適法にされたものと認められる」とされております。

しかしながら、地方公務員法１５条は「職員の任用は、この法律の定

めるところにより、受験成績、勤務成績その他の能力の実証に基づいて

行わなければならない。」と明文で規定しています。すなわち、採用決

定に当たっては、採用試験の成績に基づかなければなりません。

大分県教育委員会では、平成１４年度に実施された教員採用選考試験

以降、受験者が１次試験及び２次試験の各試験の点数及び総合点の開示

を請求することができるようになりました。これにより、教員採用選考

試験は実質的に競争試験となり、総合点以外の要素を加味する余地はな

くなりました。

しかしながら、第一審判決は、平成２０年４月１日付けの本件採用決

定について適法と判断しています。この点については、任用試験制度の

根幹である能力実証主義を定める地方公務員法１５条の解釈適用として
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大いに疑問を抱くところであります。

本件採用決定は、本来の点数、順位が合格ラインに達していなかった

にもかかわらず、１次試験及び２次試験の両方について、点数操作によ

る加点がなされたために合格した結果、行われたものであります。本件

採用決定が、地方公務員法１５条の能力実証主義の原則に違反した重大

な瑕疵のある採用行為であって、同条に反する違法な採用決定であった

ことは明らかであるものと考えております。

また、判決では、「県教委は、原告の加点がされた経緯及び理由につ

いて全く解明していない」、「行政庁としては、事実関係等について、慎

重に調査・検討すべき義務があった」とし、県教育委員会が本件取消処

分を行ったことには、職務上通常尽くすべき注意義務を尽くさなかった

とされております。

しかしながら、県教育委員会では、平成２０年７月２５日に教育行政

改革プロジェクトチームを立ち上げ、行政機関として、事件の事実関係

やその背景を調査しました。強制力のある調査権限を持たない行政機関

としては自ずと限界がある中で、その権限と責任の下に、できる限りの

調査を実施し、その結果は調査結果報告書として公表しております。

更に、今後、二度とこのような事態が生じないよう、これまでも教員

採用試験等の抜本的な見直しや教職員の人事管理の見直し、組織の見直

しなどを行ってまいりました。今後とも不退転の決意で教育改革を断行

しながら、学力・体力の向上など大分県教育の再生に向けて全力で取り

組んでまいりたいと考えております。

これらの調査結果報告及び教育改革の取組みについては、後ほど、担

当課長から説明させます。

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。

なお、ご了解がいただけましたら、今後、控訴に向け、一部、議会の

議決を有する部分がありますので、県教育委員会として、必要な手続き

を進めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

（藤本教育人事課長）

教育長が、ただ今申し上げたように、判決では、「県教委は、原告の

加点がされた経緯及び理由について全く解明していない」、「行政庁とし

ては、事実関係等について、慎重に調査・検討すべき義務があった」と

し、職務上通常尽くすべき注意義務を尽くさなかったとされています。

ここで改めて、県教育委員会が、平成２０年７月から８月にかけて実

施した調査等について説明するとともに、調査結果を踏まえて、これま

で取り組んできた教育改革について、説明いたします。

まず、県教育委員会の調査について、説明いたします。お手元の資料

「調査結果報告書」の２ページをお開きください。
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１つ目の○に記載されているように、県教育委員会としても行政機関

として、事実の解明やその原因、背景を調査し、今後二度とこのような

事態が生じないように対策を講じる必要があると考え、２つ目の○印の

ように、平成２０年７月１６日に決定した「教育行政の抜本的な改革に

ついて」にある事実関係の徹底解明など４点について調査をして、８月

中にとりまとめることといたしました。７月２５日にプロジェクトチー

ムが教育庁職員７名の体制で設置され、調査の信頼性を確保するため、

調査等に全般にわたるチェックやアドバイスを行う民間有識者２名（弁

護士・大分県高等学校ＰＴＡ連合会会長）を顧問としたところです。

次に３ページをご覧ください。調査方法につきましては、２つの方法

によって調査することとしました。①の聴き取り調査では、過去１０年

間の人事関係者及び所属長に対して、教員採用試験等の実態について聞

き取りをしました。人事関係者及び所属長など９３名、県教委のＯＢ８

名、全体で１０１名です。②の文書による調査については、小中高等学

校、特別支援学校の校長及び教頭に対して、教員採用選考等における働

きかけの有無等を文書で求めました。この文書調査を受け、必要に応じ

て聴き取り調査を行った人数は３２名です。

調査結果ですが、６ページをご覧ください。（３）の２つ目の○のと

おり、選考過程における不法・不正な行為の事実については、点数を書

き換えた義務教育課の人事担当者及びその担当者に点数の書き換えを指

示したとされる県教委幹部職員以外からは確認ができませんでした。さ

らに、（４）不法・不当な行為の実態について、できるだけ過去にさか

のぼって、調査しました。その結果、①平成１３年度までは、７ページ

に移りますが、第１次試験あるいは第２次試験の各試験の点数及び総合

点を公開せずに、第２次試験の受験者あてに、Ａ，Ｂ，Ｃの判定がつけ

られた文書を通知していました。このため、必ずしも総合点の高い順に

採用しなくても、対外的な説明は求められませんでした。次に②の平成

１４年度から平成１７年度までについてですが、平成１４年度から、こ

れまでのＡＢＣ判定による不明確な合否通知を廃止いたしまして、受験

者が、第１次試験あるいは第２次試験の各試験の点数及び総合点の開示

を請求することができるようになりました。これにより、選考試験では

あるけれども、教員採用選考試験は実質的な競争試験となり、従来のよ

うに、総合点以外の要素を加味する余地はなくなりました。

８ページをご覧ください。③平成１８年度及び平成１９年度について

です。③のすぐ下の○以降については、「平成１８年度から、この点数

の書き換えを担った江藤元参事」、「義務教育を担当する当時の教育審議

監」、「平成１９年度、江藤元参事の下で点数入力を担当した職員」の供

述を記載しております。

次に９ページをお開きください。「〈点数の書き換えによる合格者等〉」

ですが、ＰＴでは、不正な方法により、教員に採用された者と採用され
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なかった者を特定するため、押収されたパソコンデータの分析等を行い、

その結果、平成２０年度公立学校教員採用選考試験で点数の書き換えに

よって合格した者は２１名と特定しております。この点は判決でも、鑑

定と合致しており、調査結果のとおりであったとされています。次に、

④の答案用紙の廃棄です。平成２０年度試験の答案用紙については、平

成２０年３月に廃棄されたところですが、判決では、廃棄によって得点

操作の有無が検証できなくなったとはいえないとされ、加点の事実は答

案用紙がなくても明らかであると考えております。

次に１０ページですが、「（５）不法・不当な行為のまとめ」として、

①平成２０年度試験に係る不法・不当な行為は「第１次試験及び第２次

試験の合格者の選考に際し、義務教育課人事班の職員が、上司の指示を

受けたと解した江藤元参事からの指示、及び江藤元参事自らの意思に基

づく指示により、採点結果一覧データの点数を書き換えて、本来不合格

であった特定の受験者を合格とし、反対に、合格とすべき受験者を不合

格とする資料を作成して、不法・不当な合格者の決定を行わせた。」と

しております。

併せて、別冊のとおり、「聴き取り調査及び文書調査等の結果」とし

て、調査で得られた２００を超える供述や意見・思いを記載しておりま

す。この調査結果報告書については、平成２０年８月２９日に公表した

ところです。

判決では、「特定の受験者の得点に、試験を実施した機関の関知しな

い大幅な加点が行われたことにより、当該受験者が合格した事実は、そ

れ自体、当該受験者を試験の結果にかかわらず合格させる意図、すなわ

ち情実に基づく採点を行おうとする意図が介在していることをうかがわ

せるものとはいえる」、「しかしながら、本件において、原告やその親族

等の関係者が、原告の得点を加点するよう依頼した証拠はない」として

います。

このような具体的な情実の把握は行政機関では難しいため、警察の捜

査については、県教育委員会でも全面的に協力しましたが、贈収賄に係

るもの以外は、事実解明できなかったところです。

県教育委員会は行政機関であり、出頭命令、資料の提出命令や、拘留

による事情聴取等の強制力を伴う調査権限を有しておりません。行政機

関としての権限の及ぶ範囲内で、事実解明のため、可能な限りの調査を

実施したところであり、行政庁として、職務上通常尽くすべき注意義務

は果たしたものと考えております。

次に、調査結果報告書の２３ページをお開きください。教育行政の改

善策（再発防止策）として、「１ 試験の見直し」「２ 教職員人事管理

の見直し」「３ 組織の見直し」の３点を示しております。ここに示さ

れた改善策を、平成２０年度以降、着実に実施しており、この実施状況

を経年でまとめたものが、委員会資料最後のページの「教育改革のめざ
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すところ」という資料でございます。

教育行政システムを改革しただけでは意味がなく、子どもたちに学力

や体力をしっかり身に付けさせることによってのみ、大分県教育の信頼

を回復することができると考えています。こういった取組みにより、児

童・生徒の学力、体力の向上に一定の成果が見られるようになったとこ

ろです。今後とも、タイトルにあるとおり、教育改革のめざすところで

ある「子どもの夢をはぐくむ教育県大分の創造」に向け取り組んでまい

ります。

以上でございます。

（松田委員長）

ただ今、提案のありました議案について、審議を行います。質疑・意

見等のある方はお願いします。

（林委員）

当時からいるのは、私となりますが、私もプロジェクトチームや調査

にも参加してきました。権限がないところで、できるだけのことはやっ

てきて、そういうところが認められなかったという判決については残念

だと思います。この事件の後、私たちも様々な改革をやってきましたが、

それは、このような事件を二度と起こさないという強い意識のもとにや

ってきたわけですが、それについては今後も引き続きやっていきたいと

思います。そういう意味では、先ほど教育長が言われたことは私の考え

方と同じ捉えをしていると感じています。

（松田委員長）

当時の状況を、心境を含めて詳しく話していただきました。他に、ご

意見等はございませんか。

（岩崎委員）

平成２０年の事件は、県教育委員会にとって深刻な事件でした。皆さ

ん方ご承知のとおり、この事件を契機として、県教育委員会は平成２０

年の事件以降これまで改革に全力を挙げて取り組んできました。その結

果、今の状況まで来ることができたと思っています。

事件で影響を受けた方々には２つのグループがあります。不正な加点

がなされた結果、本来合格すべき方が不合格となっており、大変大きな

被害を受けていますが、これが１つのグループです。また、今回判決が

出された原告のように、合格して採用されておりながら、加点がなされ

ていたことが判明したために採用取消処分をされた方々も深刻な状況と

なりましたが、これがもう１つです。

私たちが、今回、判断を求められていることは、県教育委員会として
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は平成２０年の事件について、当時どういう判断をしなければならなか

ったのかということだと思います。

今回の裁判所の判決では、原告については加点された事実があったこ

とは認めています。これは、本来であれば試験に通らなかったというこ

とを認定したものだと考えていいと思います。問題となるのは、判決で

は、能力実証主義に関するところで、教員資格（免許）があれば能力が

実証されており、必ずしも順位だけで決める必要がないのではないかと

いう点が指摘されていることです。しかし、平成１４年度以降、平成２

０年度までの教員採用試験の状況を見ると、試験等の総合点数の順位で

合格者を選定するということが前提であったと思います。だからこそ、

合格者の選定のために加点をして、順位を引き上げたという事実があっ

たのではないでしょうか。

当時の県教育委員会は、そういった事実を、プロジェクトチームを中

心として、可能な限りいろんな資料を調査して認定できたことに基づい

て、その段階で、加点されて順位が上げられた人について、試験に合格

できなかった人であるとして取消を行うのかどうか、一方、不合格とさ

れた方々について、採用するのかどうか、極めて重い判断をしなければ

ならなかったのだと思います。

当時の教育委員は、このような重大な不祥事が生じた中で、県民がど

のような判断をすべきと考えているかを思い、教育委員は議会の同意を

得て選任されていますので、県民の代表と言えるかもしれませんが、い

ろいろな問題があることも考慮しながら、合格すべきでなかった方々に

ついては取り消さざるを得ない、不合格となった方々については合格の

手続きをとらなければならない、と判断されたのだろうと思います。そ

れが県教育委員会としてとるべき道だと判断したのだろうと思います。

私は、当時の県教育委員会の判断は、重い決断ではあったものの、間違

いではないと考えています。

一審の裁判所から残念な結論となっていますが、地方公務員法第１５

条の能力実証主義の解釈を、判決のように限定的に解釈していいのかど

うかということは法律専門職として問題ではないかと思います。この点

を見たとき、私は、一審判決に対しては控訴して高裁の判断をもらうと

いう方針がよいのではないかと思います。

（松田委員長）

当時の判断は正しかったのではないか、との意見がありました。他に、

ご意見等はございませんか。

（松田委員長）

それでは、ただ今、提案のありました第４号議案の承認について、お

諮りいたします。第４号議案について、承認される委員は挙手をお願い
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します。

（採 決）

（松田委員長）

第４号議案については、提案どおり承認します。

（松田委員長）

それでは、先に非公開と決定しました議事を行いますが、その前に、

公開でその他、何かございませんか。

ないようですので、先に非公開と決定しました案件の議事を行います。

関係課室長のみ在室とし、その他の課室長及び傍聴人は退出してくださ

い。

（関係課以外及び傍聴人退出）

【協 議】

①大分県教育委員会行政組織規則の一部改正について

（松田委員長）

それでは、協議の①「大分県教育委員会行政組織規則の一部改正につ

いて」協議を行います。

（説 明）

（松田委員長）

何かご質問・ご意見等はございませんか。

（質疑・意見等）

（松田委員長）

提案のあった方向で進めていただきたいと思います。

（松田委員長）

最後にこの際、何かありましたら、お願いします。

ないようですので、これで平成２６年度第２３回教育委員会会議を閉
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会します。

お疲れ様でした。



平成26年度第23回大分県教育委員会会議次第

日時 平成２７年３月２日（月）

１３：５５～１４：３５

場所 教育委員室

１ 開 会

２ 署名委員の指名

３ 議 題

（１）議 案

第１号議案 大分県教科用図書選定審議会の組織及び運営に関する規則の

一部改正について

第２号議案 大分県立高等学校学則の一部改正について

第３号議案 学校職員の特殊勤務手当支給規則の一部改正について

第４号議案 教員採用決定取消処分取消請求事件判決への対応について

（２）協 議

①大分県教育委員会行政組織規則の一部改正について

（３）その他

４ 閉 会
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林

業

科

工
高
等
学
校
の
項
中

電

気

科

を

機

械

科

に
改
め
る
。

建

築

科

電

気

科

土

木

科

建
築
土
木
科

建
築
土
木
科

」

」

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
規
則
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
規
則
の
施
行
の
日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
の
前
日
に
お
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ

る
学
校
の
学
科
に
在
籍
す
る
者
は
、
施
行
日
に
そ
れ
ぞ
れ
当
該
下
欄
に
掲
げ
る
学
校
の
学
科
の
相
当
学
年

に
在
籍
す
る
も
の
と
す
る
。

上

欄

下

欄

学

校

学

科

学

校

学

科

大

分

県

立

玖

珠

農

業

生
物
生
産
科

生
物
生
産
科

高
等
学
校

食
品
化
学
科

大

分

県

立

玖

珠

美

山

食
品
化
学
科

地
域
産
業
科

高
等
学
校

地
域
産
業
科

大

分

県

立

森

高

等

学

普

通

科

普

通

科

校

［第２号議案］
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提
案
理
由

県
立
山
香
農
業
高
等
学
校
、
県
立
日
出
暘
谷
高
等
学
校
、
県
立
玖
珠
農
業
高
等
学
校
及
び
県
立
森
高
等

学
校
を
廃
止
す
る
こ
と
に
伴
い
、
規
定
を
整
備
す
る
必
要
が
あ
り
、
並
び
に
県
立
高
等
学
校
の
学
科
改
編

に
よ
り
、
県
立
三
重
総
合
高
等
学
校
の
キ
ャ
リ
ア
ビ
ジ
ネ
ス
科
並
び
に
県
立
日
田
林
工
高
等
学
校
の
建
築

科
及
び
土
木
科
を
廃
止
し
た
い
の
で
提
案
す
る
。

［第２号議案］
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○
大
分
県
立
高
等
学
校
学
則
（
昭
和
四
十
二
年
大
分
県
教
育
委
員
会
規
則
第
二
号
）

新
旧
対
照
表

改

正

案

現

行

別
表
（
第
二
条
関
係
）

別
表
（
第
二
条
関
係
）

名

称

位

置

科

課

程

学

科

名

称

位

置

科

課

程

学

科

（
略
）

（
略
）

大
分
県
立
杵
築

本

校

杵

築

市

全
日
制

普

通

科

大
分
県
立
杵
築

本

校

杵

築

市

全
日
制

普

通

科

高
等
学
校

高
等
学
校

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

大
分
県
立
山
香

本

校

杵

築

市

全
日
制

生
活
科
学
科

（
削
除
）

農
業
高
等
学
校

農
業
経
営
科

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

大
分
県
立
日
出

本

校

速
見
郡
日
出

全
日
制

総

合

学

科

暘
谷
高
等
学
校

町

（
単
位
制)

全
日
制

農
業
経
営
科

全
日
制

農
業
経
営
科

大
分
県
立
日
出

本

校

速
見
郡
日
出

機
械
電
子
科

大
分
県
立
日
出

本

校

速
見
郡
日
出

機
械
電
子
科

総
合
高
等
学
校

町

全
日
制

総
合
高
等
学
校

町

全
日
制

（
単
位
制)

総

合

学

科

（
単
位
制)

総

合

学

科

（
略
）

（
略
）

大
分
県
立
佐
伯

食
農
ビ
ジ
ネ

大
分
県
立
佐
伯

食
農
ビ
ジ
ネ

豊
南
高
等
学
校

全
日
制

ス
科

豊
南
高
等
学
校

全
日
制

ス
科

（
平
成
二
十
五

本

校

佐

伯

市

工
業
技
術
科

（
平
成
二
十
五

本

校

佐

伯

市

工
業
技
術
科

年
度
に
設
置
さ

福

祉

科

年
度
に
設
置
さ

福

祉

科

れ
た
も
の
を
い

全
日
制

れ
た
も
の
を
い

全
日
制

う
。
）

（
単
位
制)

総

合

学

科

う
。
）

（
単
位
制)

総

合

学

科

普

通

科

普

通

科

生
物
環
境
科

生
物
環
境
科

大
分
県
立
三
重

本

校

全
日
制

メ
デ
ィ
ア
科

本

校

全
日
制

メ
デ
ィ
ア
科

総
合
高
等
学
校

豊
後
大
野
市

学
科

大
分
県
立
三
重

豊
後
大
野
市

学
科

（
削
除
）

総
合
高
等
学
校

キ
ャ
リ
ア
ビ

ジ
ネ
ス
科

［第２号議案］
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久
住
校

竹

田

市

全
日
制

農

業

科

久
住
校

竹

田

市

全
日
制

農

業

科

大
分
県
立
竹
田

本

校

竹

田

市

全
日
制

普

通

科

大
分
県
立
竹
田

本

校

竹

田

市

全
日
制

普

通

科

高
等
学
校

高
等
学
校

（
削
除
）

大
分
県
立
玖
珠

玖
珠
郡
玖
珠

生
物
生
産
科

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

農
業
高
等
学
校

本

校

町

全
日
制

食
品
化
学
科

（
削
除
）

地
域
産
業
科

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

（
削
除
）

大
分
県
立
森
高

本

校

玖
珠
郡
玖
珠

全
日
制

普

通

科

等
学
校

町

普

通

科

普

通

科

大
分
県
立
玖
珠

本

校

玖
珠
郡
玖
珠

全
日
制

生
物
生
産
科

大
分
県
立
玖
珠

本

校

玖
珠
郡
玖
珠

全
日
制

（
新
設
）

美
山
高
等
学
校

町

食
品
化
学
科

美
山
高
等
学
校

町

（
新
設
）

地
域
産
業
科

地
域
産
業
科

（
略
）

（
略
）

大
分
県
立
日
田

全
日
制

大
分
県
立
日
田

全
日
制

三
隈
高
等
学
校

本

校

日

田

市

（
単
位
制
）

総

合

学

科

三
隈
高
等
学
校

本

校

日

田

市

（
単
位
制
）

総

合

学

科

林

業

科

林

業

科

機

械

科

機

械

科

大
分
県
立
日
田

本

校

日

田

市

全
日
制

電

気

科

大
分
県
立
日
田

本

校

日

田

市

全
日
制

電

気

科

林
工
高
等
学
校

（
削
除
）

林
工
高
等
学
校

建

築

科

（
削
除
）

土

木

科

建
築
土
木
科

建
築
土
木
科

大
分
県
立
中
津

本

校

中

津

市

全
日
制

普

通

科

大
分
県
立
中
津

本

校

中

津

市

全
日
制

普

通

科

南
高
等
学
校

南
高
等
学
校

耶
馬
溪

中

津

市

全
日
制

普

通

科

耶
馬
溪

中

津

市

全
日
制

普

通

科

校

校

（
略
）

（
略
）

大
分
県
立
安
心

本

校

宇

佐

市

全

日

制

普

通

科

大
分
県
立
安
心

本

校

宇

佐

市

全
日
制

普

通

科

院
高
等
学
校

院
高
等
学
校

［第２号議案］
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大分県立高等学校学則の一部改正の概要

１ 改正理由

 「高校改革推進計画 後期再編整備計画」（平成２０年８月策定）に基づき、県立山香農

業高等学校、県立日出暘谷高等学校、県立玖珠農業高等学校及び県立森高等学校を、平成

２７年３月３１日をもって廃止するため

 一括統合に伴い、県立玖珠農業高等学校の「生物生産科」及び「食品化学科」に在籍する

生徒を県立玖珠美山高等学校に受け入れるにあたり、同校に当該学科を新設するため

 現在、高等学校の学科改編に伴い募集停止をしている県立三重総合高等学校の「キャリ

アビジネス科」並びに県立日田林工高等学校の「建築科」及び「土木科」に、募集停止以

前に入学した生徒が、平成２６年度末で卒業するにあたり、当該学科を廃止するため

２ 改正内容

次の ～ に関し、課程、学科等を定めた別表を整備するもの

 学校の廃止

学 校 名 課 程 備 考

大分県立山香農業高等学校 全日制

大分県立日出暘谷高等学校 全日制
平成２６年度末をもって閉校するため

大分県立玖珠農業高等学校 全日制

大 分 県 立 森 高 等 学 校 全日制

 学科の新設

学 校 名 新 設 備 考

大分県立玖珠美山高等学校 生物生産科 一括統合に伴い、玖珠農業高校の左記学科

食品化学科 に在籍する生徒を受け入れるため

 学科の廃止

学 校 名 廃 止 備 考

大分県立三重総合高等学校 ｷｬﾘｱﾋﾞｼﾞﾈｽ科
募集停止以前に左記学科に入学した生徒が、

大分県立日田林工高等学校 建 築 科
平成２６年度末で卒業するため

〃 土 木 科

３ 施行期日

平成２７年４月１日

４ 経過措置

この規則の施行の日（以下「施行日」という。）の前日において、県立玖珠農業高等学校及

び県立森高等学校に在籍する者は、施行日に県立玖珠美山高等学校の相当学科・相当学年に在

籍しているものとする経過規定を設ける。

［第２号議案］

-6-



第

三

号

議

案

学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

支

給

規

則

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

支

給

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

次

の

よ

う

に

定

め

る

。

平

成

二

十

七

年

三

月

二

日

提

出

大

分

県

教

育

委

員

会

教

育

長

野

中

信

孝

学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

支

給

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

学

校

職

員

の

特

殊

勤

務

手

当

支

給

規

則

（

昭

和

二

十

九

年

大

分

県

教

育

委

員

会

規

則

第

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

別

表

第

一

の

高

等

学

校

の

項

中

「

寮

務

主

任

」

を

削

り

、

同

表

の

備

考

第

四

号

を

削

る

。

附

則

こ

の

規

則

は

、

平

成

二

十

七

年

四

月

一

日

か

ら

施

行

す

る

。

提

案

理

由

大

分

県

立

学

校

の

設

置

に

関

す

る

条

例

（

昭

和

三

十

九

年

大

分

県

条

例

第

五

十

七

号

）

の

一

部

改

正

に

伴

い

、

規

定

を

整

備

す

る

必

要

が

あ

る

の

で

提

案

す

る

。

［第３号議案］
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○
学
校
職
員
の
特
殊
勤
務
手
当
支
給
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
大
分
県
教
育
委
員
会
規
則
第
三
号
）
新
旧
対
照
表

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

現

行

第
一
条
～
第
五
条

略

第
一
条
～
第
五
条

略

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

別
表
第
一
（
第
二
条
関
係
）

学

校

主

任

等

学

校

主

任

等

教
務
主
任

学
年
主
任

生
活
指
導
主
任

分
校

教
務
主
任

学
年
主
任

生
活
指
導
主
任

分
校

小

学

校

小

学

校

主
任

主
任

教
務
主
任

学
年
主
任

生
徒
指
導
主
事

進
路

教
務
主
任

学
年
主
任

生
徒
指
導
主
事

進
路

中

学

校

中

学

校

指
導
主
事

指
導
主
事

教
務
主
任

学
年
主
任

生
徒
指
導
主
任

進
路

教
務
主
任

学
年
主
任

生
徒
指
導
主
任

進
路

高

等

学

校

指
導
主
任

学
科
主
任

農
場
主
任

保
健
主
任

高

等

学

校

指
導
主
任

学
科
主
任

農
場
主
任

保
健
主
任

特
別
活
動
主
任

寮
務
主
任

特
別
活
動
主
任

教
務
主
任

学
年
主
任

生
徒
指
導
主
任

進
路

教
務
主
任

学
年
主
任

生
徒
指
導
主
任

進
路

特
別
支
援
学
校

指
導
主
任

学
科
主
任

保
健
主
任

寮
務
主
任

特
別
支
援
学
校

指
導
主
任

学
科
主
任

保
健
主
任

寮
務
主
任

特
別
活
動
主
任

特
別
活
動
主
任

備
考

備
考

一
～
三

略

一
～
三

略

四

高
等
学
校
の
項
に
掲
げ
る
寮
務
主
任
に
つ
い
て
は
、
大
分
県
立
山
香

農
業
高
等
学
校
に
置
か
れ
る
寮
務
主
任
に
限
る
。

別
表
第
二
～
別
表
第
三

略

別
表
第
二
～
別
表
第
三

略

［第３号議案］
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学校職員の特殊勤務手当支給規則の一部改正の概要

１ 改正理由

平成２６年第４回定例県議会において、大分県立学校の設置に関する条例（昭和３９

年大分県条例第５７号。以下「条例」という。）の一部改正が可決・成立したこと（平成

２６年１２月２４日公布。平成２７年４月１日施行）に伴い、規定を整備するもの

＊大分県立山香農業高等学校（以下「山香農業」という。）：平成２６年度末廃止

２ 改正内容

（１）教員業務連絡指導手当（主任手当）の支給対象者を定めた別表第１の高等学校の項の

「寮務主任」については、山香農業のみを支給対象としていたが、同校の廃止に伴い削

るもの

現 行 改 正 案

学校 主 任 等 学校 主 任 等

高 教務主任 学年主任 生徒指導主 高 教務主任 学年主任 生徒指導主

等 任 進路指導主任 学科主任 農 等 任 進路指導主任 学科主任 農

学 場主任 保健主任 寮務主任 特 学 場主任 保健主任 特

校 別活動主任 校 別活動主任

（２）別表第１の「備考第４号」を削る。

現 行 改 正 案

４ 高等学校の項に掲げる寮務主任 （削除）

については、大分県立山香農業高

等学校に置かれる寮務主任に限る。

※ 主任手当

教務その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言に従事する場合に支給す

る。

３ 施行期日

平成２７年４月１日から施行する（条例の施行日と同じ。）。

［第３号議案］
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